
○　平成26年度西脇市各会計予算額

（単位　千円、％）

増　減　額

18,700,000 18,910,000 △ 210,000 △ 1.1

10,804,977 10,886,867 △ 81,890 △ 0.8

5,292,164 5,399,532 △ 107,368 △ 2.0

333,887 348,528 △ 14,641 △ 4.2

470,335 460,507 9,828 2.1

6,929 9,932 △ 3,003 △ 30.2

4,157,315 3,918,431 238,884 6.1

33,922 265,991 △ 232,069 △ 87.2

510,425 483,946 26,479 5.5

18,512,133 14,063,491 4,448,642 31.6

2,638,119 2,014,351 623,768 31.0

586,743 46,796 539,947 1,153.8

4,496,785 3,223,550 1,273,235 39.5

10,790,486 8,778,794 2,011,692 22.9

48,017,110 43,860,358 4,156,752 9.5

※　企業会計の予算額は、３条及び４条予算の支出予定額の合算額です。

　一般会計総額は 187億円で、「経済の復活」「教育の復活」「住みやすさの復活」
への第一歩とすべく、堅実な予算編成を行いました。
　子育て支援においては、こども医療費無料化の継続実施に加え、新たに保育料の引
下げや母子家庭等の高校生に係る医療費助成を行い、子育て支援の充実を図っていま
す。産業関連においては、地域経済の活性化を目指し各種支援事業を充実させたほか
農業用（いちご）ハウス等生産施設の整備を行い、担い手の育成や特産物の産地化を
図ります。教育関連においては、引き続き学校施設の整備を図るとともに、基礎学力
向上事業に取り組みます。
　また、多くの分野で今後の指針となる事業計画を策定する予定であり、効率的・計
画的な事業推進を図ります。
　環境をテーマとした事業では、西脇エコポイント制度を創設し、市民の環境行動を
促し環境意識の醸成を図るほか、電気自動車等の充電設備を２ヶ所設置することとし
ています。
　なお、経済対策として打ち出された国の補正予算において、茜が丘複合施設整備事
業など事業費にして約８億７千万円の補助事業採択を見込んでいます。

簡 易 水 道 事 業 会 計

総　　　　　　合　　　　　　計

下 水 道 事 業 会 計

病 院 事 業 会 計

企 業 会 計 合 計

水 道 事 業 会 計

介 護 保 険 特 別 会 計

後 期 高 齢 者 医 療 特 別 会 計

茜が丘宅地供給事業特別会計

公 営 墓 地 特 別 会 計

老 人 保 健 施 設 特 別 会 計

学校給食センター特別会計

国 民 健 康 保 険 特 別 会 計

比　　　　　較

増 減 率

一 般 会 計

特 別 会 計 合 計

会　　　　　計　　　　　名
平成26年度
予　算　額

平成25年度
予　算　額

☆☆平成２６年度当初予算の概要☆☆



○　一般会計の状況

【 歳　入 】
（単位　千円、％）

１ 4,856,367 4,954,494 26.0 26.2 △ 2.0

２ 151,000 151,000 0.8 0.8 0.0

３ 12,000 13,000 0.1 0.1 △ 7.7

４ 17,000 10,000 0.1 0.1 70.0

５ 2,000 2,000 0.0 0.0 0.0

６ 450,000 400,000 2.4 2.1 12.5

７ 53,000 60,000 0.3 0.3 △ 11.7

８ 26,000 43,000 0.1 0.2 △ 39.5

９ 20,000 19,000 0.1 0.1 5.3

10 5,650,000 5,650,000 30.2 29.9 0.0

11 7,000 7,000 0.0 0.1 0.0

12 330,750 327,948 1.8 1.7 0.9

13 299,345 308,839 1.6 1.6 △ 3.1

14 2,214,652 1,944,776 11.8 10.3 13.9

15 1,064,377 1,089,617 5.7 5.8 △ 2.3

16 77,667 97,539 0.4 0.5 △ 20.4

17 8,010 5,010 0.1 0.0 59.9

18 743,631 364,366 4.0 1.9 104.1

19 10 10 0.0 0.0 0.0

20 659,791 1,141,201 3.5 6.0 △ 42.2

21 2,057,400 2,321,200 11.0 12.3 △ 11.4

18,700,000 18,910,000 100.0 100.0 △ 1.1

諸 収 入

市 債

合　　　　　　　　　計

財 産 収 入

寄 附 金

繰 入 金

繰 越 金

分 担 金 及 び 負 担 金

使 用 料 及 び 手 数 料

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

自 動 車 取 得 税 交 付 金

地 方 特 例 交 付 金

地 方 交 付 税

交通安全対策特別交付金

地 方 譲 与 税

利 子 割 交 付 金

地 方 消 費 税 交 付 金

ゴ ル フ 場 利 用 税 交 付 金

配 当 割 交 付 金

株式等譲渡所得割交付金

増減率
26年度 25年度

市 税

区　　　　　分
平成26年度
予　算　額

平成25年度
予　算　額

構成比



【 歳　出・目的別 】

（単位　千円、％）

１ 189,930 200,616 1.0 1.1 △ 5.3

２ 1,528,185 1,705,918 8.2 9.0 △ 10.4

３ 5,857,175 5,470,110 31.3 28.9 7.1

４ 2,594,506 2,592,653 13.9 13.7 0.1

５ 271,201 290,956 1.4 1.5 △ 6.8

６ 467,391 539,781 2.5 2.9 △ 13.4

７ 313,560 247,613 1.7 1.3 26.6

８ 3,487,752 2,642,281 18.6 14.0 32.0

９ 699,122 591,016 3.7 3.1 18.3

10 1,469,793 2,502,047 7.9 13.2 △ 41.3

11 200 200 0.0 0.0 0.0

12 1,791,184 1,796,809 9.6 9.5 △ 0.3

13 1 300,000 0.0 1.6 △ 100.0

14 30,000 30,000 0.2 0.2 0.0

18,700,000 18,910,000 100.0 100.0 △ 1.1

構成比
増減率

26年度 25年度

議 会 費

区　　　　　分
平成26年度
予　算　額

平成25年度
予　算　額

総 務 費

民 生 費

衛 生 費

労 働 費

農 林 水 産 業 費

商 工 費

土 木 費

諸 支 出 金

予 備 費

合　　　　　　　　　計

消 防 費

教 育 費

災 害 復 旧 費

公 債 費



【 歳　出・性質別 】

（単位　千円、％）

12,394,192 11,994,727 66.3 63.4 3.3

2,100,058 2,312,818 11.2 12.2 △ 9.2

1,913,824 1,604,463 10.3 8.5 19.3

61,231 60,300 0.3 0.3 1.5

3,399,346 3,203,058 18.2 16.9 6.1

4,919,733 4,814,088 26.3 25.5 2.2

1,570,752 1,934,275 8.4 10.2 △ 18.8

1,570,552 1,934,075 8.4 10.2 △ 18.8

1,146,080 1,537,873 6.1 8.1 △ 25.5

424,472 396,202 2.3 2.1 7.1

200 200 0.0 0.0 0.0

4,735,056 4,980,998 25.3 26.4 △ 4.9

470,100 271,800 2.5 1.4 73.0

77,214 48,011 0.4 0.3 60.8

398,700 737,718 2.1 3.9 △ 46.0

1,958,158 2,076,960 10.5 11.0 △ 5.7

1,800,884 1,816,509 9.6 9.6 △ 0.9

30,000 30,000 0.2 0.2 0.0

18,700,000 18,910,000 100.0 100.0 △ 1.1

増減率
25年度26年度

補 助 事 業 費

消 費 的 経 費

投 資 的 経 費

維 持 補 修 費

貸 付 金

補 助 費 等

人 件 費

物 件 費

平成26年度
予　算　額

平成25年度
予　算　額

投 資 及 び 出 資 金

扶 助 費

普 通 建 設 事 業 費

繰 出 金

単 独 事 業 費

予 備 費

構成比

合　　　　　　　　　計

区　　　　　分

そ の 他

災 害 復 旧 事 業 費

公 債 費

積 立 金



○　市税の状況

（単位　千円、％）

増　減　額

1,954,765 1,997,760 △ 42,995 △ 2.2

1,643,779 1,641,857 1,922 0.1

現 年 課 税 分 1,618,727 1,614,248 4,479 0.3

滞 納 繰 越 分 25,052 27,609 △ 2,557 △ 9.3

310,986 355,903 △ 44,917 △ 12.6

現 年 課 税 分 309,776 354,702 △ 44,926 △ 12.7

滞 納 繰 越 分 1,210 1,201 9 0.7

2,256,854 2,294,717 △ 37,863 △ 1.7

2,241,441 2,279,145 △ 37,704 △ 1.7

現 年 課 税 分 2,206,469 2,234,267 △ 27,798 △ 1.2

滞 納 繰 越 分 34,972 44,878 △ 9,906 △ 22.1

15,413 15,572 △ 159 △ 1.0

105,402 105,366 36 0.0

103,802 103,656 146 0.1

1,600 1,710 △ 110 △ 6.4

301,344 317,731 △ 16,387 △ 5.2

238,002 238,920 △ 918 △ 0.4

234,194 234,657 △ 463 △ 0.2

3,808 4,263 △ 455 △ 10.7

4,856,367 4,954,494 △ 98,127 △ 2.0

現 年 課 税 分

滞 納 繰 越 分

滞 納 繰 越 分

軽 自 動 車 税

個 人

法 人

市 た ば こ 税

現 年 課 税 分

平成25年度
予　算　額

比　　　　　較

増 減 率
項　　　　　　目

市 民 税

固 定 資 産 税

合　　　　計

平成26年度
予　算　額

都 市 計 画 税

固 定 資 産 税

交 付 金



（単位　千円）

起 債 見 込 額 元金償還見込額

16,789,020 18,536,872 2,057,400 1,529,052 19,065,220

9,363,798 10,513,716 1,133,400 1,060,859 10,586,257

総 務 1,285,936 1,119,124 0 168,278 950,846

民 生 173,122 143,320 0 30,101 113,219

高 齢 者 住 宅 整 備 資 金 2,005 1,007 0 1,007 0

住 宅 資 金 104,487 89,137 0 13,387 75,750

衛 生 891,120 1,086,288 470,100 19,914 1,536,474

農 林 業 663,114 587,820 2,900 170,624 420,096

商 工 28,300 26,885 0 1,415 25,470

土 木 3,672,843 4,127,741 604,500 515,324 4,216,917

消 防 652,839 605,670 11,800 55,054 562,416

教 育 1,890,032 2,726,724 44,100 85,755 2,685,069

22,857 15,593 0 9,074 6,519

7,399,871 8,005,417 924,000 459,119 8,470,298

2,494 2,146 0 0 2,146

771,359 707,021 0 67,382 639,639

2,614,546 2,475,857 0 149,889 2,325,968

38,823 38,184 0 667 37,517

25,444,868 24,241,428 125,500 1,367,820 22,999,108

9,724,863 9,617,393 150,000 355,701 9,411,692

55,383,479 55,616,755 2,332,900 3,470,511 54,479,144

病 院 事 業 会 計

合　　　　　　計

普 通 債

特 例 債 等

老 人 保 健 施 設 特 別 会 計

下 水 道 事 業 会 計

水 道 事 業 会 計

簡 易 水 道 事 業 会 計

○市債（借入金）の状況

災 害 復 旧 債

県 貸 付 金

区　　　　　　分

一 般 会 計

平成24年度末
現　 在　 高

平成25年度末
現在高見込額

平 成 26 年 度 中 増 減 見 込 額 本 年 度 末
現在高見込額



（単位　千円）

積 立 見 込 額 取 崩 し 見 込 額

3,766,674 4,135,711 14,652 590,000 3,560,363

32,843 46,623 8,201 13,658 41,166

1,363,828 1,365,696 11,962 10,061 1,367,597

180,144 146,352 10,732 54,283 102,801

1,082,024 1,771,399 33,407 0 1,804,806

507,925 507,925 6,470 6,470 507,925

18,735 18,719 94 110 18,703

63,034 53,902 294 6,645 47,551

52,319 48,566 262 4,000 44,828

1,293 1,300 7 0 1,307

210,867 195,316 1,005 16,426 179,895

8,952 8,697 44 300 8,441

12,352 10,440 53 1,270 9,223

6,027 6,088 31 6,000 119

133,820 218,054 1,091 99,566 119,579

58,798 56,878 1,784 2,033 56,629

62,761 44,213 339 37,178 7,374

114,662 109,682 840 1,000 109,522

7,677,058 8,745,561 91,268 849,000 7,987,829

財 政 調 整 基 金

減 債 基 金

地 域 福 祉 基 金

日本のへそ日時計の丘公園管理基金

森 林 整 備 基 金

交 通 遺 児 基 金

経 緯 度 公 園 整 備 基 金

地 域 振 興 基 金

ふ る さ と 西 脇 「 日 本 の へ そ 」 基 金

公 共 施 設 整 備 基 金

公 営 墓 地 基 金

生 活 排 水 処 理 事 業 基 金

環 境 基 金

幼 児 等 教 育 振 興 基 金

青 少 年 健 全 育 成 振 興 基 金

にしわき経緯度地球科学館整備基金

合　　　　　　計

○基金の状況

区　　　　　　分
平 成 24 年 度 末
現     在     高

平 成 25 年 度 末
現 在 高 見 込 額

平 成 26 年 度 中 増 減 見 込 額 本   年   度   末
現 在 高 見 込 額

国 民 健 康 保 険 財 政 調 整 基 金

介 護 保 険 財 政 調 整 基 金



（単位　千円、％）

収益的収支 資本的収支 計 増 減 額

収入 1,410,534 676,057 2,086,591 1,427,357 659,234 46.2

支出 1,184,971 1,453,148 2,638,119 2,014,351 623,768 31.0

差引 225,563        －        －        －        －     －

収入 76,595 5,834 82,429 44,182 38,247 86.6

支出 549,544 37,199 586,743 46,796 539,947 1,153.8

差引 △ 472,949        －        －        －        －     －

収入 2,729,761 638,270 3,368,031 2,505,718 862,313 34.4

支出 2,932,942 1,563,843 4,496,785 3,223,550 1,273,235 39.5

差引 △ 203,181        －        －        －        －     －

収入 8,217,562 372,877 8,590,439 8,611,340 △ 20,901 △ 0.2

支出 10,284,785 505,701 10,790,486 8,778,794 2,011,692 22.9

差引 △ 2,067,223        －        －        －        －     －

収入 12,434,452 1,693,038 14,127,490 12,588,597 1,538,893 12.2

支出 14,952,242 3,559,891 18,512,133 14,063,491 4,448,642 31.6

差引 △ 2,517,790        －        －        －        －     －

比　　　較

増減率

水 道 事 業 会 計

平 成 26 年 度 予 算 額 平成25年度
予　算　額

収支

○平成26年度企業会計予算額

会　 計　 名

合　　　 計

下水道事業会計

病 院 事 業 会 計

簡易水道事業会計



○グラフでみる予算額（住民一人当たり）

【 歳  入 】

【 歳  出（性質別） 】

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

140,000

市 税 地方交付税 国・県支出金 繰入金 諸収入 市 債 その他

112,839 131,279

76,189

17,279 15,331

47,804 33,779

（単位 円）

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

48,796

78,985

114,311

36,497
45,498 41,844

68,569

(単位 円)



【 市  税 】

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

市民税(個人) 市民税(法人) 固定資産税 都市計画税 たばこ税 その他

38,194

7,226

52,438

5,530 7,002
2,449

(単位 円)



○グラフでみる市税・財政調整基金の推移）

【 市税の推移 】

【 財政調整基金(貯金)の年度末残高推移 】

5,710,864

5,733,413

5,878,853
5,922,311

5,650,431

5,168,822

5,253,221

5,066,322

4,954,494

4,856,367

4,500,000

5,000,000

5,500,000

6,000,000

※平成25、26年度は、予算上の数値

(単位 千円)

1,947,552

2,054,264 2,463,569

2,449,364

2,537,556

3,047,036

3,457,152

3,766,674

4,135,711

3,560,363

1,500,000

2,000,000

2,500,000

3,000,000

3,500,000

4,000,000

4,500,000

※平成25、26年度は、予算上の数値

(単位 千円)



平成2６年度の西脇市一般会計予算を家計にたとえてみました。

総　額 貯金残高
ローン残高

西脇市の一般会計当初予算（平成2６年度）

西脇市の１年間の収入と支出　 　18７億円 ７６億９,４７３万円
1９０億６,５２２万円

１　年　間　の　収　入 １　年　間　の　支　出

市税
（給料）

4８億5,６３７万円
人件費
（生活費）

2１億６万円

地方交付税、各種譲与税
（実家等からの支援）

9６億６,７０３万円
扶助費
（学費、年金掛金、医療費）

3３億９，９３５万円

分担金・負担金、使用料及び手数料
（臨時収入）

6億3,００９万円
公債費
（ローン返済金）

18億８８万円

財産収入
（不動産収入）

　　７,7６７万円
物件費・維持補修費
（被服費、消耗品、家の修繕料）

1９億７,５０６万円

諸収入ほか（株式配当） ６億６,７８１万円 補助費等
（病院・下水道・ごみ処理等への支援）

4９億1,９７３万円

給料収入等の計 1５８億９,８９７万円
積立金
（貯金）

７,７２１万円

繰入金（貯金の取り崩し） ７億４,３６３万円
繰出金
（仕送り）

１９億５,８１６万円

市債（ローン） 2０億５,７４０万円
普通建設事業等
（家の建替え、車等購入）

1５億７,０７５万円

収入の計 18７億円
その他
（雑費）

８億９,８８０万円

　西脇市では、給料や実家等からの支援などにより1年間で1５８億９,８９７万円の給与収入等があります
が、これでは１年間に使うお金として足りません。そこで、貯金の取崩と銀行からの借入金で不足分の2８億
１０３万円を賄っています。
　また、西脇市ではローン残高が1９０億６,５２２万円、貯金が７６億９，４７３万円あります。

支出の計 18７億円



（継）病院事業会計負担金 876,911

（新）私的二次救急医療機関助成事業 4,589

（新）（国保）特定健康診査等事業（受診率向上対策） 5,154

（充）母子家庭等医療費給付事業 17,106

（継）各種予防接種事業 101,464

平成26年度当初予算主要事業の概要

（新･･･新規、充･･･充実、継･･･継続）

（単位　千円）

地方公営企業繰出基準に基づく病院事業会計への負担金｡
建設改良に要する経費や救急医療の確保に要する経費等の
一部を一般会計が負担する。

私的二次救急医療機関である医療法人社団正峰会大山病
院に対し、救急患者受入れ人数に応じて助成し、急傷病時
に安心して医療を受けられる体制の充実を図る。

特定健康診査等第二期実施計画に基づき、特定健診未受
診者へ電話・訪問による受診勧奨を実施し、県下第１位の
受診率46.2％（現在34.6％）を目指す。受診率の向上によ
り健康寿命の延伸及び医療費の抑制を図る。

県行財政改革により母子家庭等医療費助成の対象外とな
る高校生等の医療費を市独自で助成し、ひとり親家庭の経
済的負担の軽減を図る。

予防接種法に基づく定期接種（ポリオ、ジフテリア、破
傷風、百日せき、麻しん風しん、日本脳炎、結核、Ｈｉｂ
感染症、小児の肺炎球菌感染症、子宮頸がん予防、季節性
インフルエンザ）を無料で実施し、疾病の発生及びまん延
を予防する。

○ともに支え合い、笑顔輝くあたたかなまち（健康・子育て・福祉）



（継）子ども・子育て支援準備事業 6,202

（継）保育士等処遇改善臨時特例事業 16,969

（新）妊婦歯科健診事業 798

（充）保育料軽減事業 73,750

（継）茜が丘複合施設整備事業 954,473

（新）高齢者福祉計画及び第６期介護保険事業計画策定事業 3,428

平成27年度の子ども・子育て支援法等本格施行に向け、
「子どものための教育・保育の総合的な提供、地域子ど
も・子育て支援等」の事業計画を策定し、円滑な実施体制
を構築する。

アンケート調査や現況分析を行い、平成27年度から３年
間を計画期間とする事業計画を策定する。当該事業計画に
基づき事業を推進し、高齢者が安心して生き生きと暮らせ
る社会を実現する。

野村町茜が丘に図書館、子育て支援施設、男女共同参画
センター、コミュニティセンターで構成する複合施設を整
備し、「人つどい 人つながり 人はぐくむ 交流の場」
とする。平成27年秋に開館予定。

母子健康手帳交付時に無料券を配布し、市内の指定医療
機関で歯科健診を実施する。むし歯や歯周病に罹患・悪化
しやすい妊婦が歯科健診を受けることで、早期治療及び口
腔ケアの実践につなげ、健康増進を図る。

市が負担している保育料の割合を25％（現在18％）に引
き上げる。５歳児の保育料を市立幼稚園並みに引き下げる
など子育て支援の充実を図る。

保育士等の人材確保対策を推進するため、保育所運営費
とは別に算定した補助金を私立保育所に交付し、保育士等
の処遇改善を図る。



（新）障害者優先調達推進事業 193

（充）地域商業活性化支援事業 1,500

（充）（公財）北播磨地場産業開発機構支援事業 11,300

（継）官兵衛の里推進事業 1,800

（充）へその西脇織物まつり事業 7,000

障害者優先調達推進法に基づき、障害者の就労による経
済的な自立を進めるため、市内の障害者就労施設等へ役務
の提供などを優先的に発注する。

産業フェスタにおいて、市内立地企業の製品等を展示販
売することにより地域産業のＰＲに努めるとともに、来場
者との交流を図る。

花火の増発（ 300発増で 2,000発予定）や播州織の生地
を使用したファッションショーを開催するなどまつりイベ
ントを充実させる。市民相互及び来訪者とのふれあいを一
層深め、地域・商工業の活性化を促す。

黒田官兵衛を核とした郷土活性化事業を実施する西脇市
「官兵衛の里」推進協議会に助成を行う。官兵衛フォーラ
ムを実施するほか、第２回黒田の里官兵衛まつりやプレイ
ベントとなる官兵衛ナイトを実施する。

播州織を中心とする地場産業の活性化を促進するため、
同機構の管理運営費の一部助成を行う。加えて、今年度は､
播州織産地の海外展開を目指した人材育成支援等を新たに
行う。

○産業が元気 ! 活力とにぎわいあふれるまち（産業・経済）



（充）西脇市観光協会補助事業 3,000

（新）スイーツファクトリー支援事業 30,000

（新）立地企業奨励措置事業 79,000

（新）西脇経済振興アクションプラン策定事業 1,000

（新）にしわき学力向上事業 2,062

産業立地促進措置条例に基づき、市内に製造業等の企業
施設を新設・拡大した事業者に対し、奨励金を支給する。
安定した操業を支援するとともに、企業進出の促進を図り､
地域経済の活性化・雇用創出につなげる。

「経済の復活」に向けた具体的な取組内容を示すアク
ションプランを策定する。専門家の指導・助言を受けなが
ら、環境資源も含め、産業の各分野における戦略及び行動
計画を策定する。

基礎学力向上プランの策定や教職員・保護者等を対象と
した研修会を通し、学力向上に向けた意識の高揚を図ると
ともに、各校における基礎学力向上の取組の充実を目指す｡

農業用（いちご）ハウス等生産施設の整備を行い、新た

な担い手の育成や特産物の産地化、さらには観光や交流の

活性化を図る。

観光商品や特産品の開発等を行う西脇市観光協会に対し

助成を行い、観光振興事業を実施することで観光交流人口

の創出を図る。今年度は、黒田官兵衛関連事業や日本プロ

ゴルフ選手権が市内で行われるため、助成額を拡充し、観

光振興事業の充実を図る。

○こころ豊かな人が育ち、いきいきと活躍できるまち
（教育・文化・スポーツ）



（充）小・中学校施設整備事業 69,874

（新）西脇小学校校舎整備事業 7,171

（新）幼稚園施設整備事業 3,500

（充）図書館管理運営事業 20,196

（充）図書館用図書充実事業 30,947

（充）地球科学館管理運営事業（常設展示更新） 30,000

安全・安心な学習環境を提供するため、引き続き学校施
設の整備を図る。

利用者ニーズに応じた図書・資料を充実させることによ
り、図書館利用者の増進を促し、利用者数・貸出数の増を
目指す。
※目標：貸出密度（貸出数÷人口）13冊（現状 3.7冊）

地球科学館開館20周年を迎え、常設展示物のリニューア
ルを行う。創造性豊かな青少年の育成を図る。

ＩＣタグを導入し、利用者の利便性の向上、貸出・返却
業務の効率化を図る。

園児等の安全確保を図るため、遊戯室の耐震補強等工事
実施設計業務を実施する。

子どもたちが安心して学習に取り組める環境を整備する
ため、建築の専門家や地域の声を聴きながら西脇市立西脇
小学校校舎基本計画検討委員会で協議する。



（充）西脇市岡之山美術館企画展開催補助事業 5,000

（充）災害対策経費 13,123

（新）自主防災組織育成事業 2,368

（新）地域公共交通計画策定事業 4,847

（継）広域道路ネットワーク事業 73,634

指定避難所表示看板・水位表示の設置や排水ポンプの購
入、特別警報に対応するためのＪアラートの改修等を行い､
防災対策の強化を図る。

（公財）西脇市文化・スポーツ振興財団が実施する、横
尾忠則氏と縁のある著名人の企画展開催を支援する。

舗装の点検結果に基づき、幹線道路の舗装を計画的に更
新する。また、通学路の安全対策を実施する。

鉄道との連携やコミュニティバス路線の再編など、利用
者ニーズや地域の実情に即した交通体系を実現するため、
地域公共交通計画を策定する。

防災訓練（初期消火）に使用する訓練用消火栓を整備す
るとともに、自主防災組織育成のため防災資機材の購入助
成を行い、活動の強化を図る。

○暮らしの安全を守り、安心が実感できるまち（生活安全・安心）

○快適な暮らしを支える生活基盤が充実したまち（都市基盤・生活環境）



（充）橋りょう維持事業 95,000

（充）住宅施設整備事業 31,338

（充）地区土地利用計画策定支援事業 6,000

（新）公園施設長寿命化対策事業 5,000

（新）西脇エコポイント制度事業 538

老朽化する道路橋の定期点検を行い、長寿命化修繕計画
を策定し、計画的な補修を行う。

市営住宅の修繕・改築・建替え計画を策定し、計画的な
施設改修を行う。
主な内容：住生活基本計画等策定業務 800万円

市営住宅耐震診断業務 1,200万円
市営住宅補修等工事 1,000万円

市街化調整区域の土地利用について、集落による特別指
定区域の指定を推進する。また、地場産業工場の用途変更
や跡地活用等についても、特別指定区域制度の活用を検討
する。

公園施設長寿命化計画を策定し、老朽化した公園施設の
計画的な改修を図り、安全で安心して利用できる公園環境
を整備する。

電気代の節約や緑のカーテンの実施など環境行動を行っ
た際にエコポイントを付与し抽選イベントを実施すること
により、環境行動を促進し環境意識の醸成を図る。

○持続可能な循環型社会を築き、人と自然が共生するまち
（自然・環境共生）



（新）電気自動車等充電設備設置事業 14,590

（新）市勢要覧発行事業 3,800

（新）地区まちづくり計画再編事業 830

（新）職員精励事業 580

電気自動車等の普及を図り、温室効果ガスの排出削減に
寄与するため、自動車メーカー等の補助金を活用し、一般
開放型の急速充電設備を市役所及び道の駅に設置する。市
においても、公用車として電気自動車を１台導入する。

平成27年10月に市制10周年を迎えるに当たり、西脇市の
概要、見所、統計資料等をまとめた市勢要覧を発行し、西
脇市のＰＲを図る。

平成19年度までに各地区において策定した「地区まちづ
くり計画」の検証を順次行い、今後の高齢化社会等に対応
できる計画への見直しを行うことにより、地域課題の解決
に向けた市民活動を推進する。

自己啓発は能力開発にとって最も効果的であり、積極的
に自己啓発に取り組む職員を支援する。通信教育講座受講
助成、資格取得助成等。

○多様な主体による地域自治が確立したまち（地域自治）

○時代に対応した行政経営が確立したまち（行政経営）



（歳入）　

　・引上げ分の地方消費税収 千円

（歳出）

　・社会保障施策に要する経費 千円

（単位：千円）

うち引上げ分の
地方消費税収

50,596 10,000

33,846 10,000

132,732 21,000

217,174 41,000

18,920 9,000

18,920 9,000

236,094 50,000

小　　計 26,216

合　　　　　　計 348,579

保健衛生

　疾病予防対策事業 26,216

小　　計 322,363

社会福祉

　障害者福祉事業 64,603

　高齢者福祉事業 42,735

　児童福祉事業 215,025

引上げ分の地方消費税収を充てる社会保障施策に要する経費

50,000

348,579

事　　業　　名 経　　費

うち一般財源


